
（平成２４年５月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 15 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 22 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 12 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

東京国民年金 事案13185 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年３月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和54年３月から同年５月まで 

私は、共済組合員資格を喪失した後に国民年金の加入手続を行い、申立期間の

国民年金保険料を納付した。私の年金手帳には初めて被保険者となった日は昭和

54 年３月１日と記録されているのに、年金記録では３か月後の同年６月１日と

されている。申立期間が国民年金に未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 54 年３月については、申立人が所持する年金手帳に「54

年３月１日」を国民年金被保険者資格取得日とする記載があり、申立人は、直後の

同年３月＊日に婚姻していることが確認できることから、当該資格取得日から婚姻

日前までの期間は国民年金の強制加入被保険者期間である。 

また、申立人の住所地を管轄する年金事務所から、昭和 54 年３月は過年度納付

書が発行されたものと考えられると回答していることから、当該期間については、

納付書が発行されていたものと推認でき、申立人は申立期間後から 60 歳到達まで

の期間において未納期間が無く、その後の国民年金保険料に対する納付意識の高さ

を踏まえると、同年３月については、保険料を納付していたものとみても不自然で

はない。 

一方、申立期間のうち、昭和 54 年４月及び同年５月については、申立人は、手

帳記号番号払出し時期の同年６月１日に任意加入被保険者資格を取得していること

がオンライン記録で確認でき、当該資格取得時点で、当該期間は婚姻後の任意加入

適用期間の未加入期間となり、制度上、保険料を遡って納付することはできないこ

と、申立人は、当該期間の保険料の納付状況に関して記憶が明確ではないことなど、

申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 



  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和

54年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

東京国民年金 事案13192 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56年４月から同年６月まで 

             ② 昭和 56年10月から同年12月まで 

    私は、昭和 52 年４月に入社した会社が厚生年金保険適用事業所ではなかった

ため、しばらくしてから国民年金に加入した。その後は母が私に国民年金保険

料の納付書を提示してくれ、私が保険料を母に渡し、母が私に代わって保険料

を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、当該期間は３か月と短期間であり、申立人は当該期間後

の国民年金保険料を全て納付しており、当該期間の保険料を納付してくれていたと

する申立人の母親は当該期間の保険料が納付済みである。 

一方、申立期間①については、申立人は当該期間後の昭和 57 年４月から同年６

月までの保険料を重複納付したことにより、この保険料が、58 年９月 16 日の還付

充当決定決議時点で未納であった期間のうち過年度納付可能な申立期間①直後の

56 年７月から同年９月までの期間の保険料に充当され、充当することができない

残額は58年11月に還付されていることが申立人の「還付整理簿」及び「還付・充

当、一時金等リスト」で確認できる。 

また、申立人は、保険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料を納付してい

たとする母親から当時の納付状況等を聴取することができないため、申立人の申立

期間①における保険料納付の具体的な状況が不明であるほか、母親が当該期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無いなど、申

立期間①について、申立人の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情



  

も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和

56 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

東京国民年金 事案13193 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56年９月から 57年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年９月から57年３月まで 

私は、昭和 57 年２月に転居した後、未納であった国民年金保険料について納

付の督促を受け、区役所で未納分の保険料を１回で納付した。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は７か月と短期間であり、申立人は申立期間を除き国民年金保険料を全

て納付している。 

また、申立人が所持する国民年金手帳には、申立期間内の昭和 57 年２月２日に

転居した旨の記載と転居先の区の印が押されている。 

さらに、申立人は、転居後に申立期間の保険料の納付書が届き、すぐに区役所で

保険料を納付したと説明しており、当該転居直後には申立期間の保険料を区役所で

現年度納付することが可能であるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



  

東京国民年金 事案13196 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年４月から同年９月までの期間及び55年１月から同年３月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納

付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 52年４月から同年９月まで 

             ② 昭和 55年１月から同年３月まで 

    私の母は、私が会社を退職した昭和 51 年３月以降に私の国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。また、55 年１月に会社を退職

した後は、私が婚姻した日に住所変更手続や厚生年金保険から国民年金への切替

手続を市役所で行い、私の夫が夫婦二人の保険料を自治会による集金又は金融機

関で納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人の国民年金手帳の記号番号の前後の任意加入者

の加入時期から、昭和 52年10月頃に申立人は国民年金の加入手続を行ったこと

が推認できるところ、当該加入時点では申立期間の国民年金保険料を納付するこ

とは可能である。 

また、申立人から提出された領収書により、申立期間①直前の昭和 51 年４月

から 52 年３月までの保険料を 53 年１月 21 日に過年度納付していることが確認

できる上、申立期間①直後の 52 年 10 月から 53 年５月までの保険料を２か月単

位で納付していることが確認でき、申立期間①前後の期間は納付済みで、申立期

間①は６か月と短期間である。 

さらに、申立人の保険料を納付していたとする申立人の母親は、国民年金制度

が発足した昭和 36年４月から申立期間を含め60歳に到達するまで保険料を完納

しており、その夫も同年４月から 60 歳に到達するまで保険料を完納しているこ

とから、夫婦そろって年金制度を理解し、納付意識も高かったことがうかがえる。 



  

２ 申立期間②については、申立人は、婚姻した日（昭和 55 年２月＊日）に厚生

年金保険から国民年金への切替手続及び住所変更手続を行ったと主張していると

ころ、申立人から提出された年金手帳の氏名変更欄及び住所変更欄の変更日を

55 年２月＊日とする手続が新居のある市で行われたことが確認できることから、

申立人の主張に信ぴょう性が認められる上、申立期間は３か月と短期間である。 

また、申立人の保険料を一緒に納付していたとする申立人の夫は、国民年金の

加入手続を行った昭和 53 年１月時点で過年度納付が可能な 50 年 10 月に遡って

保険料を納付後、申立期間を含めて、60 歳に到達するまで保険料を納付してい

る。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 



  

東京国民年金 事案13197 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53年12月から 54年10月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年12月から54年10月まで 

    私は、昭和 53年12月に会社を退職した後すぐに国民年金の加入手続を区の出

張所で行い、申立期間の国民年金保険料を納付した。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、その前後の任意加入者の加入時期から、昭

和 54 年１月頃に払い出されたと推認できるところ、当該払出時点では申立期間の

国民年金保険料は納付することが可能であり、申立人の主張には信ぴょう性が認め

られる。 

また、申立人は、厚生年金保険から国民年金への切替手続を区の出張所で行った

と説明しているところ、申立期間当時、当該出張所は存在し、国民年金保険料の収

納事務を行っていたことが確認できる上、申立期間は 11か月と短期間である。 

さらに、申立期間直後の未納期間については、平成 11 年 10 月 19 日に、同月得

喪の厚生年金保険（昭和 54年11月８日から同年11月30日まで）の記録が追加さ

れたことが確認できるところ、申立人は勤めていたので国民年金保険料を納付して

いないとしており、申立期間の直後に未納期間があることに不自然さは無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



  

東京厚生年金 事案23237 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格喪失日に係る

記録を昭和 50 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 8,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年６月21日から同年７月１日まで 

Ａ社Ｃ工場に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間に支店間の異動はあったが、同社には昭和 50 年４月１日から継続して勤務し

ていたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録並びに申立人から提出のあったＢ社Ｄ支社が保有する昭和 50 年

度賃金台帳兼所得税徴収簿及び人事通知の記録から判断すると、申立人は、Ａ社に継続

して勤務し（昭和 50 年７月１日に同社Ｃ工場から同社Ｄ支店に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳兼所得税徴収簿において

確認できる厚生年金保険料控除額から、９万8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、申立人の申立期間に係る資格喪失の届出を社会保険事務所（当時）

に対し誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料について納付していないことを認

めていることから、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



  

東京厚生年金 事案23242 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 34 万

円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年９月１日から８年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際の給

与額に見合う標準報酬月額に比べ低くなっている。申立期間の前後で給与額は変わら

なかったので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、平成７年９月から８年７月まで

は 34 万円であったところ、同年８月７日付けで、同年４月に遡って随時改定が行われ

た結果 15 万円に減額され、さらに、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日

（平成８年 10 月 31 日）より後の同年 11 月１日付けで、７年９月から８年８月までに

ついて遡って９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、申立人と同様に平成８年８月７日付けで同年４月に遡って、標準報酬月額が約

半額に減額訂正されている者は 22 人（申立人及び代表取締役を含む。）いることが確

認でき、さらに、申立人と同日（平成８年 10月31日）に被保険者資格を喪失している

被保険者 21 人（申立人を含む。）のうち 19 人が同年 11 月１日付けで７年９月に遡っ

て９万8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

一方、Ａ社の代表取締役は、「申立期間当時、経営不振で給料の遅配もあり資金繰り

に苦労していた。社会保険事務所の人が来て経理担当者とやっていたので自分は分から

ないが、多分社会保険料の滞納があったのではないかと思われる。」旨回答しているこ

とから、同社は社会保険料の滞納があったことがうかがえる。 

また、申立人の雇用保険受給資格者証に記載された離職時賃金日額は 11,921 円であ

り、離職前６か月間の平均月給額が 357,630円であることが認められる。 

さらに、申立人に係る申立期間の給与振込額は、上記減額訂正後の標準報酬月額９万



  

8,000 円よりも高いほか、申立期間における給与振込額は、ほぼ一定であることが確認

できる。 

加えて、申立人と同様に２回にわたり標準報酬月額を減額訂正されている同僚の給与

明細書によると、申立期間に係る報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬

月額は、当該減額訂正前のオンライン記録の標準報酬月額とほぼ一致していることが確

認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成８年８月７日付け及び同年 11 月１日付けで行わ

れた申立人の標準報酬月額に係る遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会

保険事務所において、当該処理を行う合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったと

は認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険

事務所に当初届け出た 34万円に訂正することが必要である。 



  

東京厚生年金 事案23243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成 15

年６月２日、資格喪失日に係る記録を 16 年５月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月

額を、15年６月及び同年７月は 13万4,000円、16年４月は９万8,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月２日から同年８月１日まで 

             ② 平成 16年４月29日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間の給与明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における複数の従業員の証言並びに申立人から提出のあった平成 15 年６月分、

同年７月分及び 16 年４月分の給与明細書における労働日数から、申立人は申立期間①

及び②においても同社に継続して勤務していたことが推認できる。 

また、上記給与明細書により、Ａ社は当月控除と考えられるところ、申立人に係る平

成15年６月分、同年７月分及び 16年４月分の給与から厚生年金保険料が控除されてい

ることが確認できる。 

さらに、申立期間①及び②において、Ａ社は、オンライン記録では厚生年金保険の適

用事業所となっていないが、同社に係る閉鎖事項全部証明書から、同社は、当該期間に

おいて法人事業所であることが確認できることから、厚生年金保険法に定める適用事業

所の要件を満たしていたものと判断される。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見



  

合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①及び②の標準報酬月額については、上記給与明細書において

確認できる報酬月額又は保険料控除額から、平成 15年６月及び同年７月は 13万 4,000

円、16年４月は９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、Ａ社は既に解散しており、元代表取締役からも回答を得るこ

とができないものの、同社は、当該期間において厚生年金保険の適用事業所でありなが

ら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められることから、

事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 



  

東京厚生年金 事案23244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成 15

年６月２日、資格喪失日に係る記録を 16 年５月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月

額を、15年６月及び同年７月は 13万4,000円、16年４月は９万8,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月２日から同年８月１日まで 

             ② 平成 16年４月29日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間の給与明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における複数の従業員の証言並びに申立人から提出のあった平成 15 年６月分、

同年７月分及び 16 年４月分の給与明細書における労働日数から、申立人は申立期間①

及び②においても同社に継続して勤務していたことが推認できる。 

また、上記給与明細書により、Ａ社は当月控除と考えられるところ、申立人に係る平

成15年６月分、同年７月分及び 16年４月分の給与から厚生年金保険料が控除されてい

ることが確認できる。 

さらに、申立期間①及び②において、Ａ社は、オンライン記録では厚生年金保険の適

用事業所となっていないが、同社に係る閉鎖事項全部証明書から、同社は、当該期間に

おいて法人事業所であることが確認できることから、厚生年金保険法に定める適用事業

所の要件を満たしていたものと判断される。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見



  

合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①及び②の標準報酬月額については、上記給与明細書において

確認できる報酬月額又は保険料控除額から、平成 15年６月及び同年７月は 13万 4,000

円、16年４月は９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、Ａ社は既に解散しており、元代表取締役からも回答を得るこ

とができないものの、同社は、当該期間において厚生年金保険の適用事業所でありなが

ら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められることから、

事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

東京厚生年金 事案23245 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を昭和 36 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年３月31日から同年４月１日まで 

厚生年金保険の記録では、昭和 36年３月31日にＡ社において資格を喪失し、同年

４月１日に同社Ｃ工場において資格を取得したとされており、被保険者期間が１か月

欠落している。転勤に伴い異動したが、継続して勤務していたので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社の人事担当者の回答から判断すると、申立人は、申立期

間にＡ社に継続して勤務し（昭和 36 年４月１日に同社本社から同社Ｃ工場へ異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 36 年２月の

社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格

喪失日を昭和 36 年４月１日として届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを

同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主は同日を申立人に係

る資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の厚生



  

年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



  

東京厚生年金 事案23246 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を昭和 36 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年３月31日から同年４月１日まで 

厚生年金保険の記録では、昭和 36年３月31日にＡ社において資格を喪失し、同年

４月１日に同社Ｃ工場において資格を取得したとされており、被保険者期間が１か月

欠落している。転勤に伴い異動したが、継続して勤務していたので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社の人事担当者の回答から判断すると、申立人は、申立期

間にＡ社に継続して勤務し（昭和 36 年４月１日に同社本社から同社Ｃ工場へ異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 36 年２月の

社会保険事務所（当時）の記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格

喪失日を昭和 36 年４月１日として届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを

同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主は同日を申立人に係

る資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の厚生

年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含



  

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



  

東京厚生年金 事案23247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成20年８月から21年４

月までを47万円、同年５月から同年８月までを44万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年８月１日から21年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が保険料控除

額に見合う標準報酬月額より低い。給与明細書を提出するので標準報酬月額を訂正し

てほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間に係る給与明細書において確認できる保険料控除額及

び報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額より高いことが確

認できる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書において確認でき

る保険料控除額又は報酬月額から、平成 20 年８月から 21 年４月までは 47 万円、同年

５月から同年８月までは 44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から回答は無いが、上記給与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額又は報

酬月額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が申立期間の全期間にわ

たり一致していないことから、事業主は、上記給与明細書において確認できる厚生年金



  

保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出て

おらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



  

東京厚生年金 事案23253 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ工場における労働者年金保険被保険者の資格取得日は昭和 17 年６月

１日、資格喪失日は 18 年 12 月 21 日であると認められることから、申立人の資格取得

日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 17 年６月から 18 年８月までは 50

円、同年９月から同年 11月までは 70円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和17年６月１日から19年まで 

Ａ社Ｂ工場で勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無い。昭和 14 年４月から

19 年に陸軍に入隊するまで同社同工場で勤務していたので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 17年６月１日から18年12月21日までの期間について、Ａ

社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」とい

う。）及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（以下「被保険者台帳」とい

う。）において、17 年１月１日付けで労働者年金保険の資格取得、18 年９月１日付

けで標準報酬月額の改定が記録されているものの、資格喪失日が記録されていないこ

とから、社会保険事務所（当時）の記録管理が適切に行われていなかったと考えられ

る。 

一方、申立人の妻は、申立人がＡ社Ｂ工場を退職した時期について、申立人と同時

期に同社同工場に勤務していた申立人の叔父が昭和 18 年に陸軍に入隊し、申立人は

その１年くらい後に入隊したことから、19年頃であったとしている。 

そこで、申立人の叔父に係るＡ社Ｂ工場における労働者年金保険被保険者記録を確

認すると、昭和 17年１月１日付けで資格取得し、18年 12月 21日付けで資格喪失し

たことが記録されている。 



  

これらを総合的に判断すると、申立人は、少なくとも叔父が勤務していた昭和 18

年12月20日まではＡ社Ｂ工場で共に勤務していたと考えられることから、申立人の

同社同工場における労働者年金保険被保険者の資格取得日は、労働者年金保険料の徴

収が開始された 17年６月１日、資格喪失日は18年12月21日とすることが必要であ

る。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人に係る被保険者名簿及び被

保険者台帳の記録から、昭和 17 年６月から 18 年８月までは 50 円、同年９月から同

年11月までは 70円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 18年12月21日から19年までの期間について、Ａ社は、申

立人に係る資料を保管していないと回答しており、申立人の勤務実態を確認すること

ができない。 

また、Ａ社Ｂ工場において、申立人と同じ昭和 17 年１月１日付けで労働者年金保

険の被保険者資格を取得した従業員のうち、連絡先が確認できた 40 人に照会したと

ころ、そのうち 34 人から回答が得られたが、申立人の氏名を記憶している者はいな

かった。 

さらに、Ｃ県及びＤ省に申立人の軍歴を照会したが、いずれも申立人に係る記録は

確認できないと回答しており、申立人に係る陸軍入隊年月日を確認することができな

い。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23254 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本店における資格喪失日に係る記

録を昭和 46 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万 8,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨      

申 立 期 間 ： 昭和46年８月31日から同年９月１日まで 

    昭和 44 年４月にＡ社に入社後、退職するまで同社に勤務していたが、申立期間の

厚生年金保険の加入記録が無い。46 年９月１日に同社本店からＣ社に出向したが、

申立期間も継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由   

雇用保険の記録及びＢ社から提出された回答書から判断すると、申立人はＡ社及びＣ

社に継続して勤務し（Ａ社本店からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間に係る異動日については、雇用保険の記録及び申立人の供述から、昭

和46年９月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本店における昭和 46 年７

月の事業所別被保険者名簿の記録から、６万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人に係る資格喪失日について昭和 46年８月31日と届け、申立期間に係る厚生年金保

険料についても納付していないことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る同年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料



  

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案23255 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ工場における労働者年金保険被保険者の資格取得日は昭和 18 年５月

１日、厚生年金保険被保険者の資格喪失日は 20年８月16日であると認められることか

ら、申立人の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 18 年５月から 20 年５月までは 20

円、同年６月及び同年７月は 50円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和18年５月１日から22年３月まで 

Ａ社Ｂ工場で勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無い。戦中から戦後にかけ

て、同社同工場で勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 18 年５月１日から 20 年８月 16 日までの期間について、Ａ

社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」とい

う。）及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（以下「被保険者台帳」とい

う。）において、18 年５月１日付けで労働者年金保険被保険者の資格取得、20 年６

月１日付けで標準報酬月額の改定が行われたことが記録されているものの、資格喪失

日が記録されていないことから、社会保険事務所（当時）の記録管理が適切に行われ

ていなかったと考えられる。 

一方、申立人の子は、申立人がＡ社Ｂ工場を退職した時期について、申立人の弟が、

申立人は戦後においても１年から２年くらいは同社同工場で勤務していたと記憶して

いることから、昭和 22年３月頃であったとしている。 

しかし、被保険者名簿において、申立人と同様に、昭和 20 年６月の標準報酬月額

の改定記録があるものの、資格喪失日が記載されていない者のうち、オンライン記録

により資格喪失日が確認できた 10人について、資格喪失日は、同年８月15日から同



  

年８月31日と記録されている。 

また、Ａ社Ｂ工場は、戦時中は軍需工場であった。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、少なくとも戦争が終結した昭和 20 年８

月 15 日まではＡ社Ｂ工場で勤務していたと考えられることから、申立人の同社同工

場における労働者年金保険被保険者の資格取得日は 18 年５月１日、厚生年金保険被

保険者の資格喪失日は 20年８月16日とすることが必要である。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人に係る被保険者名簿及び被

保険者台帳の記録から、昭和 18 年５月から 20 年５月までは 20 円、同年６月及び同

年７月は50円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 20 年８月 16 日から 22 年３月までの期間について、Ａ社は、

申立人に係る資料を保管していないと回答しており、申立人の勤務実態を確認するこ

とができない。 

また、Ａ社Ｂ工場において、申立人と同じ昭和 18 年５月１日付けで労働者年金保

険の被保険者資格を取得した従業員のうち、連絡先が確認できた 31 人に照会したと

ころ、そのうち 18 人から回答が得られたが、申立人の氏名を記憶している者はいな

かった。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

東京国民年金 事案13186 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年９月から９年９月までの期間、同年11月から10年２月までの

期間、11 年５月から同年 12 月までの期間、13 年７月、同年８月、14 年１月及び

同年２月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和51年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成８年９月から９年９月まで 

             ② 平成９年11月から10年２月まで 

             ③ 平成 11年５月から同年12月まで 

             ④ 平成 13年７月及び同年８月 

             ⑤ 平成14年１月及び同年２月 

私の母は、私が 20 歳になった平成８年＊月から、大学を卒業して就職する前

の 12 年６月までの国民年金保険料を納付してくれた。また、私は、会社を退職

した13年５月から再就職をする前の 14年３月までの保険料を納付した。申立期

間①、②、③、④及び⑤の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②及び③については、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金

保険料の納付に関与しておらず、国民年金の加入手続及び保険料の納付をしていた

とする母親は、保険料の納付時期、納付頻度、納付金額及び納付場所等に関する記

憶が明確ではない上、申立人は、申立期間①、②及び③の各申立期間直後の期間の

保険料を、それぞれ平成 11年 11月 26日、12年４月 26日及び 14年２月 27日に

過年度納付により納付していることがオンライン記録で確認でき、それぞれの納付

日において、各申立期間の保険料は時効により納付することはできない。 

また、申立人と同様に母親が保険料を納付していたとする申立人の姉も、申立期

間①及び②の保険料は未納である。 

申立期間④及び⑤については、申立人は、自身が保険料を納付していたとしてい

るが、申立人は保険料の納付時期及び納付金額等の納付状況に関する記憶が明確で

はない上、各申立期間直後の期間の保険料を、それぞれ平成 15 年 10 月 27 日及び



  

16 年３月 26 日に過年度納付により納付していることがオンライン記録で確認でき、

それぞれの納付日において、申立期間④及び申立期間⑤のうち 14 年１月の保険料

は時効により納付することはできない。 

また、申立期間は５回と多数回であり、申立人は申立期間当時から現在に至るま

で同一市に居住していることが住民票で確認でき、当該市において申立期間に係る

保険料の収納事務処理を誤り続けたとは考え難い。 

さらに、申立人の母親及び申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立人の母親及び申立人が申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13187 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 14年４月から 16年９月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和54年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年４月から16年９月まで 

    私は、平成 16年10月から毎月の国民年金保険料は口座振替で、それまで未納

だった申立期間の保険料はコンビニエンスストア又は金融機関で遡って毎月納付

した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間直後の平成 16 年 10 月から申立期間の国民年金保険料を遡って納付

したとしているが、申立人が保険料を納付したとする当該時点では、申立期間のうち14年

４月から同年８月までの期間の保険料は、時効のため納付することはできない。 

また、オンライン記録により、申立人は、平成16年10月以後の保険料を18年11月か

ら 19 年 12 月まで、ほぼ毎月、過年度納付により納付していることが確認できるが、いず

れの納付時点においても申立期間の保険料は時効のため納付することはできない。 

さらに、申立人は平成 16 年 10 月分からは口座振替により保険料を納付していたとして

いるが、オンライン記録では、口座振替による保険料の納付は 17 年 12 月分から開始され

ていることが確認でき、申立期間に係る保険料の納付状況についての記憶は明確ではない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申立

人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13188 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年６月から同年８月までの期間及び 51 年５月から 53 年２月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47年６月から同年８月まで 

             ② 昭和 51年５月から53年２月まで 

    私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、私が郵便局で国民年金保険料を納

付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58 年４月に任意加入被保険者資格を取得し、申立人の国民年金

手帳の記号番号は同年５月に払い出されており、当該払出時点では、申立期間①及

び②は時効により国民年金保険料を納付することはできない期間である。 

また、申立期間①に係る昭和 47年５月から同年11月までの期間及び申立期間②

に係る 50 年 12 月から 53 年５月までの期間に払い出された手帳記号番号について、

申立人が申立期間当時居住していた区の所轄年金事務所の国民年金手帳記号番号払

出簿の目視確認調査を日本年金機構に依頼した結果、申立人の氏名を確認すること

ができなかったと回答しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は国民年金の加入手続に関与しておらず、加入手続を行ったとす

る申立人の母親から当時の状況等を聴取することができないため当時の状況は不明

であり、申立期間の保険料を納付していたとする申立人は、納付頻度及び保険料額

に関する記憶が明確でない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13189 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50年４月から同年７月までの期間及び52年１月から54年10月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年４月から同年７月まで 

             ② 昭和 52年１月から54年10月まで 

私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を納

付してくれた。申立期間②については、私が保険料を納付した。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 62 年８月以降に払い出され、申立人が

現在所持する国民年金手帳の記号番号が記載された年金手帳には、「62.９.10 交

付」のスタンプが押されていることが確認できることから、当該手帳が交付された

62 年９月の時点では申立期間は時効により保険料を納付することができない期間

である。 

また、申立人は、「現在所持している年金手帳の表紙とは別の色の表紙の年金手

帳を所持していた。」としているが、申立期間当時に交付される年金手帳の表紙の

色は、現在申立人が所持している手帳と同じ色であり、申立人の説明とは異なる上、

申立期間当時に申立人に別の国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、「区の窓口で年金手帳の『国民年金の記録』欄に申立期間①

及び②の被保険者期間を一度に記載してもらった。窓口の係の人はこれらの期間の

保険料が納付されていたことを確認したため国民年金の被保険者期間を記入したと

思う。」としているが、「国民年金の記録」欄は保険料納付の有無にかかわらず、

国民年金の被保険者資格の得喪日を記入するものであり、保険料を納付したことを

示すものではない。 

加えて、申立期間①については、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付



  

に関与しておらず、申立期間②については、申立人は保険料の納付額及び納付方法

に関する記憶が明確でないなど、国民年金の加入状況及び申立期間の保険料の納付

状況が不明である。 

このほか、申立人の希望により実施した口頭意見陳述においても、新たな資料の

提出や具体的な説明は無い上、申立人及びその母親が申立期間の保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無いなど、申立人及びその母

親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13190 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年５月から 47年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年５月から47年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、当初は当時勤務していた事業所の店主の妻が、

途中からは私が納付しており、婚姻後は、まとめて納付したことがある。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間の途中からは当時勤務していた事業所の店主の奥さんから

年金手帳を受け取り、自分で毎月、国民年金保険料を納付した。」としているが、

申立人が店主の妻から受け取ったとする年金手帳の表紙の色は申立期間後に発行さ

れた手帳の表紙の色であるとともに、申立期間当時に居住していた区の保険料の収

納期間は３か月ごととなっており、申立内容と相違している。 

また、申立人は、「婚姻後にも申立期間の保険料をまとめて納付したことがあ

る。」としているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の昭和 48 年

５月以降に払い出されていることから、当該払出時点では、申立期間の大部分は時

効により保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立人は、「申立期間当初の保険料は、店主の奥さんが納付してくれ

た。」としているが、当時の事業所の店主の妻から保険料の納付状況等を聴取する

ことができないため、当時の状況が不明である。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人及び申立期間当時に申立人が勤務していた事業所の

店主の妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13191 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和44年９月から51年12月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年９月から51年12月まで 

    私は、昭和 41 年頃から住み込みで店に勤務し、私の国民年金の加入手続及び

国民年金保険料の納付は店の事業主が行ってくれていたはずである。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 41 年頃から勤務していた店の事業主が申立人の国民年金の加入

手続をしてくれたと思うとしているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立

期間後の53年11月に払い出されており、申立期間の国民年金保険料は現年度納付

することができない。 

また、上記の国民年金手帳の記号番号が払い出された時期は第３回特例納付が実

施されていた時期であるものの、申立人は事業主が保険料を遡って納付したことを

聞いていないとしている。 

さらに、申立人は申立期間の保険料の納付に関与しておらず、申立期間の保険料

を納付していたとする事業主から保険料の納付状況等を聴取することができない上、

申立人は、「事業所には申立期間当時、同僚が二人いたが、氏名等は覚えていな

い。」としており、同僚からも聴取することができないため、当時の状況が不明で

ある。 

加えて、申立人が申立期間当時に勤務していた店の事業主が申立期間の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、当該事業主が

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13194 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年４月から 52 年 10 月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51年４月から52年３月まで 

             ② 昭和 52年４月から同年10月まで 

    私は、申立期間①及び②の国民年金保険料の領収証を所持している。申立期間

が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①の国民年金保険料を昭和54年２月27日に、申立期間②の

保険料を同年３月 16 日にそれぞれ過年度納付した領収証書を所持しており、申立

人が申立期間の保険料を一旦納付していたことは確認できる。 

しかし、申立人の還付整理簿及び還付・充当・死亡一時金等リストから、申立期

間①のうち、昭和 51年４月から同年 12月までの期間の保険料については、時効期

限後に納付されたことにより 54年６月18日に還付決議が行われ同年７月１日に、

申立期間①のうち、52 年１月から同年３月までの期間及び申立期間②の保険料に

ついては、資格喪失により 54年 10月２日に還付決議が行われ同年同月９日に、保

険料がそれぞれ還付されていることが確認できる。 

また、申立期間①及び②については、申立人の妻は厚生年金保険被保険者である

ことから、当該期間は国民年金の任意加入適用期間となり、申立人が申立期間の保

険料を納付するには、申立期間当初に任意加入手続を行う必要があるが、申立人は

任意加入手続を行った記憶は無く、申立人の所持する国民年金手帳によると、上記

納付書により保険料が納付された後の昭和 54年６月26日に強制加入期間でなくな

った 51 年４月１日付けで資格喪失が行われたことから、当該期間は未加入期間と

され、制度上、保険料を納付することができず、納付されていた申立期間の保険料

が還付されたものであり、申立期間の保険料が還付されることについて不自然さは

見られない。 



  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13195 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年11月から平成３年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年11月から平成３年３月まで 

    私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、私の国民年金保険料を納付したは

ずである。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、制度改正に伴い学生が強制加入被保険者と

なった平成３年４月後の同年 12 月頃に払い出されており、資格取得日は上記制度

改正日の同年４月１日であることから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、

国民年金保険料を納付することができない期間である。 

また、申立人は、申立期間当時同居していた弟の学生期間の保険料も母親が納付

してくれていたと説明しているが、弟も学生期間である平成３年３月までは、国民

年金に未加入である。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続に関与しておらず、加入手続及び保険料

を納付していたとする母親から当時の納付状況等を聴取することができないため、

当時の状況は明確でなく、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）も無く、ほかに申立期間について、申立人の保険料が納付されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13198 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年４月から 43年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年４月から43年３月まで 

私は、昭和 44 年５月に申立期間の国民年金保険料を区役所で一括納付した。

その際、国民年金手帳の 42 年度の印紙検認記録欄に割り印を押して印紙検認台

紙を切り離してくれた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身が所持する国民年金手帳の昭和 42 年度の国民年金印紙検認記録

欄の右側にある 44 年５月の割り印が当該年度の国民年金保険料を納付したことを

示していると主張しているが、納付記録のある 43年度及び44年度の当該印紙検認

記録欄には検認の押印があるのに対して、当該年度の同欄には検認の押印が無い。 

また、申立期間当時は、国民年金印紙検認記録欄の右ページに国民年金印紙検認

台紙（印紙を貼付）があり、保険料を現年度納付することができなくなると割り印

をして右ページを切り離し社会保険事務所（当時）に提出する事務処理が行われて

いたところ、割り印の昭和 44 年５月時点で、申立期間の保険料について、現年度

納付することができないことが確認できる。 

さらに、申立人は、納付額に関する記憶は明確でなく、申立期間における納付状

況は不明である上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13199 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年７月から平成２年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年７月から平成２年４月まで 

    私は、会社を退職した昭和 62 年７月頃に区出張所で国民年金の加入手続を行

った。その後、次の会社に入社するまでの間の申立期間は、国民年金保険料を納

付していたので、申立期間の記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 62 年７月頃に国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、

オンライン記録により、平成 22 年 10 月 18 日に基礎年金番号が付番されたことに

よって、厚生年金保険の被保険者資格を喪失した８年３月 26 日に遡って国民年金

被保険者資格を取得しており、申立期間は国民年金の加入期間として取り扱われて

いない。 

また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索

システムによる調査の結果、申立期間当時に申立人に対して国民年金手帳の記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、オンライン記録により、申立人の納付状況をみると、上記基礎年金番号

が付番された時点（平成 22 年 10 月）で、時効にかからず納付が可能な 20 年９月

分の保険料を 22 年 10 月 31 日に過年度納付していることが確認でき、納付記録に

不自然さは認められない。 

そのほか、申立期間に保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無い上、申立人が申立期間に保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23238 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和36年９月１日から38年３月31日まで 

    自分の厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社で勤務していた申立期間が

未加入である旨の回答をもらった。しかし、申立期間については、同社に勤務した

ことは間違いないので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社は、平成15年６月29日に既に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、申立期間当時の事業主は、連絡が取れないことから、同社の承継会社であ

るＢ社の事業主に照会したところ、平成16年にＡ社から営業譲渡を受けたが、同社に関

する昭和57年以前の資料は既に処分し、現在は保有していないことなどから、申立人の

勤務や同社における厚生年金保険の取扱いについては不明であるとしている。 

また、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険の被保険者であった者は、オンライ

ン記録によると、事業主を除いて３人であり、当該３人は、死亡又は連絡先不明のため、

これらの者からも、申立人の勤務及び同社における厚生年金保険の取扱いについて確認

することはできない。 

なお、本件申立てについては、年金事務所から本件申立書が当委員会に転送されてき

た後、申立人に対して、本件申立ての理由等の詳細について確認等を行うために、電話

照会等を再三行ったが、申立人からの応答及び回答は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る勤務及び厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23239 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年７月16日から同年10月１日まで 

平成４年３月から９年９月まで、Ａ社及び同社が社名変更したＢ社に継続して勤

務していたにもかかわらず、申立期間において、厚生年金保険の加入記録が無く、

国民年金に加入していることとなっているのはおかしい。また、当時の給与明細書

は保存していないが、普通預金通帳を保有しており、これによれば、他の月と変わ

らない給与が振り込まれていることが明らかである。申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ａ社に勤務していたと申し立てているところ、申立人

の雇用保険の加入記録及び申立人から提出された普通預金通帳の給与振込の記録から、

申立人が申立期間において同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ｃ厚生年金基金が保管する申立人に係る厚生年金基金加入員資格喪失

届及び資格取得届によると、平成５年７月 16日に一旦加入員資格を喪失し、同年10月

１日に再度、加入員資格を取得しており、申立人は、厚生年金保険と一緒に加入すべき

厚生年金基金についても、申立期間において加入員資格を喪失し、加入していないこと

が確認できる。 

また、Ｄ健康保険組合が保存する申立人に係る健康保険被保険者記録によれば、上記

基金の記録同様、申立期間においては健康保険に加入していないことが確認できる上、

上記基金が保管する申立人の厚生年金基金加入員資格喪失届においては、平成５年７月

16 日に資格を喪失したときに、健康保険証をＤ健康保険組合に返却したことが記録さ

れており、申立人は、申立期間においては健康保険証を保有していなかったことも確認

できる。 

さらに、申立人は、オンライン記録によれば、申立期間において、国民年金に加入し、



  

その保険料が全額免除されていることが確認できる。 

なお、申立人は、自身が提出した普通預金通帳には、申立期間の各月においても他の

月とほぼ変わらない給与が振り込まれていることが明らかであると申し立てているが、

当該通帳においては、給与振込額は記載されているものの、厚生年金保険料の控除につ

いては、記載が無く、確認できない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23240 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年９月10日から同年12月31日まで 

Ａ社で勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に、同社に勤

務していたのは間違いないので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ａ社に勤務し、庶務の仕事をしていたと申し立ててい

る。 

しかしながら、Ａ社の元代表取締役は、申立人について記憶が無く、また、同社につ

いては平成７年に既に自己破産しているため、当時の資料は無く、しかも、申立期間当

時の代表取締役は、既に死亡していることから、申立人のＡ社における勤務及び厚生年

金保険料の控除については、不明であるとしている。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立期間当時、同社の厚生年金保

険被保険者は事業主を含めて５名であることが確認できるが、そのうち連絡先が判明し

た２名に照会したところ、回答があった１名は、当時、社会保険事務を担当していたが、

申立人については記憶が無いと供述している。 

さらに、上記被保険者名簿における申立期間当時の整理番号に欠番は見当たらないこ

とから、申立人のＡ社における厚生年金保険の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23241 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年６月から46年５月まで 

② 昭和 46年６月から47年９月まで 

③ 昭和 48年10月から49年10月まで 

④ 昭和 49年11月から53年９月まで 

⑤ 昭和 60年９月から63年２月まで 

Ａ社が経営していたレストランにＢ職として勤務していた申立期間①、Ｃ事業所

の事業主が経営していたレストランにＢ職として勤務していた申立期間②、Ｄ社が

経営していたレストランにＢ職として勤務していた申立期間③、Ｅ事業所にＢ職と

して勤務していた申立期間④及びＦ社（現在は、Ｇ社）が経営するレストランにＢ

職として勤務していた申立期間⑤の厚生年金保険の加入記録が無い。いずれの期間

も間違いなく勤務していたので、各申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①について、Ａ社が経営していたレストランにＢ職として勤務してい

たと申し立てているところ、当時、同社の役員であった事業主の妻の供述から判断すると、

期間は特定できないものの、申立人が、同社が経営するレストランに勤務していたことは推

認できる。 

しかしながら、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ社が厚生年金

保険の適用事業所となったのは昭和 54 年４月１日であり、同社は、それ以前の申立期間①

において適用事業所になっていないことが確認できる上、上記役員は、同社が適用事業所

となる前の申立期間①において、従業員の給与から保険料を控除したことは無いとしてい

る。 

また、申立人は、複数の同僚の氏名を記憶しているものの、これらの者は連絡先が不明



  

であり、これらの者からＡ社における厚生年金保険の取扱いについて確認することができ

ないところ、申立期間から約４年が経過している昭和 50 年９月に同社に入社したとする従

業員は、入社当時は、同社が厚生年金保険に加入しておらず、また、被保険者資格を取得

する前に給与から保険料が控除されることは無かったとしている。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立人は、申立期間②について、Ｃ事業所の事業主が経営していたレストランにＢ職とし

て勤務していたと申し立てているところ、当該事業主の供述から判断すると、期間は特定で

きないものの、申立人が同事業所の経営するレストランに勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｃ事業所の事業主は、申立期間②当時、厚生年金保険の加入は、希望す

る者だけを加入させていたとし、加入しなかった者の給与から保険料を控除することは無

かったとしている。 

また、申立人は、一緒に勤務したとする同僚３人の氏名を記憶しているが、Ｃ事業所に

係る事業所別被保険者名簿には、これらの者の氏名は見当たらないことから、申立期間②

当時は、同事業所は従業員全員を厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことが

うかがえる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立人は、申立期間③について、Ｄ社が経営するレストランにＢ職として勤務していたと

申し立てている。 

しかしながら、Ｄ社の事業主は、申立期間③当時の人事記録や賃金台帳等は残っていな

いとしており、また、同社が厚生年金保険の適用事業所となる手続を行ったとする役員及

び担当者は、申立人が勤務するレストランの従業員については、厚生年金保険に加入させ

ておらず、給与から厚生年金保険料を控除することもなかったとしている。 

そして、申立人は、当該レストランに一緒に勤務していたとする複数の同僚の氏名を記

憶しているものの、Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿にはこれらの者の氏名は見当たらず、

また、申立期間③当時、同社の厚生年金保険の加入記録がある従業員で、連絡先が判明し

た 13 人に照会したところ、３人から回答があったが、申立人を記憶している者はおらず、

同一職種の者も見当たらないことから、当時、レストランに勤務していた従業員について

は、厚生年金保険に加入していたことを確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

４ 申立人は、申立期間④について、Ｅ事業所にＢ職として勤務していたと申し立てていると

ころ、当該期間に同レストランにおいて厚生年金保険の加入記録のある同僚が、申立人が自

身より後に入社してきたと供述していることから、期間は特定できないものの、申立人が同

レストランに勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｅ事業所の事業主は、連絡先が不明であり、同人から申立期間④当時の

同レストランにおける厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ｅ事業所に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間④当時、同レストランに

おいて厚生年金保険の加入記録があり、連絡先の判明した５人に照会したところ、回答の

あった二人は、当時は希望者だけが厚生年金保険に加入していたと供述しているところ、

申立人が記憶している３人の同僚のうち、二人は同名簿において氏名が確認できないこと

から、当時、同レストランは、従業員全員を厚生年金保険に加入させていたわけではない

ことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間④に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

５ 申立人は、申立期間⑤について、Ｆ社が経営するレストランにＢ職として勤務していたと

申し立てているところ、申立人が記憶している上司の供述から判断すると、申立人が当該期

間に同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｆ社の後継会社であるＧ社は、申立期間⑤当時のＦ社の人事記録や賃金

台帳等は残っていないとしており、また、当該上司及び同社の当時の担当者は、当時、厚

生年金保険に加入させていない従業員がおり、当該従業員については給与から保険料を控

除していなかったとしている。 

そこで、Ｆ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間⑤当時に同社の厚生年金保険

の加入記録がある従業員で、連絡先の判明した 19 人に照会したところ、回答のあった４人

は、厚生年金保険に加入させていない従業員がいたとしており、また、うち一人は、調理

場、清掃作業の従業員は加入させていなかったとしていることから、同社では、従業員全

員を厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間⑤における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間⑤に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

 



  

東京厚生年金 事案23248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年10月１日から57年10月１日まで 

Ａ社に在籍していた期間のうち、グループ会社のＢ社に出向していた申立期間の厚

生年金保険の標準報酬月額が、報酬額に見合う標準報酬月額より低くなっている。申

立期間の一部期間の給与明細書及びＢ社における一部期間の源泉徴収票を提出するの

で、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額が、実際の報酬額に見合う標準報酬月額よりも低

額である旨主張しているところ、申立人から提出された一部期間の給与明細書に記載さ

れている報酬額は、オンライン記録の標準報酬月額より高いことが確認できるものの、

当該給与明細書には会社名及び年の記載が無く、同時期に、Ａ社で勤務した従業員から

提出された給与明細書とも書式が異なることから、発行事業所及び時期を特定できない。 

また、申立人から提出された昭和 55 年分給与所得の源泉徴収票によると、支払者に

ついてＢ社と記載されており、これについて申立人は、「Ｂ社から給料が出ているよう

になっているが、実質は、Ａ社から出ていたはずである。」と述べているところ、この

ことを確認できる資料等は無く、当該源泉徴収票がＡ社から発行されたことが確認でき

ない。 

さらに、上記源泉徴収票に記載されているＢ社はオンライン記録及び適用事業所検索

システムによると、厚生年金保険の適用事業所となった記録は確認できず、申立人及び

Ａ社の事業主は、Ｂ社は適用事業所ではなかったと思う旨述べている。 

加えて、Ａ社は既に解散しており、同社の当時の代表取締役は、申立期間の資料等を

保有しておらず、同社及びそのグループ会社において社会保険担当又は経理担当であっ

た従業員は死亡又は連絡先不明のため、これらの者から申立人の厚生年金保険の取扱い、

加入状況及び厚生年金保険料控除について確認できない。 



  

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録によると、申立人の標準

報酬月額の記載内容に不備な点は無く、遡って標準報酬月額が訂正されている等の不自

然な点は見当たらない。 

また、上記被保険者名簿には、昭和 56年９月11日に社会保険事務所（当時）による

総合調査が行われた記載があり、数名の標準報酬月額が訂正されていることが確認でき

るところ、申立人の標準報酬月額は訂正されていない。 

さらに、この総合調査について、年金事務所は、「対象となる事業所の従業員に係る

出勤簿及び賃金台帳等の帳簿と届出書を照合し、誤りがあれば時効期間（２年）以内で

あれば遡って訂正届を提出させる指導を行っている。また、訂正されていないならば届

出に誤りが無かったと判断されたと考えられる。」と回答している。 

なお、申立人から追加の調査を行わないでほしいとの依頼があることから、現在まで

に判明している資料等から判断せざるを得ない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23249 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年２月１日から４年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額がその前の標

準報酬月額より低額となっている。給与が下がったことは無いので、標準報酬月額を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された文書によると、「申立人の平成元年 10 月１日からの給与等の条

件は、管理職定年時の基本給与（除く役職手当）の 90％を支給し、現行基本給与月額

52万2,000円の90％相当額（月額 47万円）となる。雇用形態は、１年契約の嘱託雇用

とする。」等と記載され、固定的給与及び雇用形態が変動したことが確認できる。 

また、申立人は、給与が下がったことは無いと主張しているところ、申立期間の標準

報酬月額を、申立人が主張する標準報酬月額（53 万円）である場合とオンライン記録

の標準報酬月額である場合とでそれぞれ仮定し、試算した社会保険料控除額について、

申立人から提出された市県民税所得証明書に記載された社会保険料控除額と照合したと

ころ、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除されてい

たと認められる。 

さらに、オンライン記録により、平成２年 10 月の定時決定において標準報酬月額が

減額されているＡ社の元従業員から提出された同年分及び３年分の源泉徴収票によると、

同従業員はオンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除され

ていたと認められる。 

加えて、Ａ社は、申立人の申立期間に係る賃金台帳、源泉徴収簿は保存期限経過のた

め保管していないと回答しているほか、オンライン記録によると、申立人の申立期間に

係る標準報酬月額に不備な点は無く、遡って標準報酬月額の訂正が行われている等の不

自然な処理は見当たらない。 



  

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 11月１日から７年４月30日まで 

Ａ社の代表取締役として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬

月額が、その前の標準報酬月額より低くなっているので、正しい記録に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、平成５年

11 月から６年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７年３月までは 59 万円と記録され

ていたところ、申立人がＡ社で被保険者資格を喪失した同年４月 30 日及び同社が厚生

年金保険の適用事業所でなくなった日（平成７年 10 月 16 日）より後の同年 12 月４日

付けで、６年 10 月及び７年 10 月の定時決定の記録が取り消され、５年 11 月に遡って

20万円に減額訂正されていることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本では、申立期間及び上記減額訂正時において、申立

人は同社の代表取締役であったことが確認できる。 

また、Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金の滞納処分票により、同社は基金掛金及び

厚生年金保険料を滞納していたことが確認できるところ、同基金の資料において、同基

金の担当者が申立人に電話で３か月分が納付されていない旨を伝えていることがうかが

えるほか、同基金が保管していた同社の健康保険・厚生年金保険適用事業所全喪届の

「全喪後の連絡先」欄には、申立人の住所及び氏名が記入されていることが確認できる

ことから判断すると、申立人は、平成７年 12 月４日付けで行われた自らの標準報酬月

額の減額訂正処理を全く知らなかったとは考え難く、当該減額訂正について、何らかの

同意があったものと考えられる。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負っている代表取

締役であった申立人は、会社の業務としてなされた当該行為についても責任を負うべき



  

であり、当該減額処理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立

期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

 



  

東京厚生年金 事案23251 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年９月26日から60年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社では

営業企画として 10 年ぐらい勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は、既に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっている上、事業主は死亡していることから、申立人の勤務状況及び厚生年金

保険の取扱いについて確認することができない。 

また、Ａ社における申立人の雇用保険の加入記録は、昭和60年６月１日から61年３

月 31 日までとなっていることから、申立期間において、同社で勤務していたことが確

認できない上、申立期間の前に勤務していた会社での雇用保険の離職日は、51 年 10 月

１日となっており、申立期間の一部と重複している。 

さらに、Ａ社において、申立期間のみに厚生年金保険の加入記録がある元従業員９名

に照会したところ、回答があった６名全員が申立人を記憶しておらず、回答があった者

のうち同社の取締役は、「私が同社に在籍した昭和 52 年４月１日から 58 年３月 31 日

までの間に申立人が勤務したことは無かった。」と回答している。 

加えて、回答があった者のうち、昭和 59 年中に厚生年金保険の被保険者資格を取得

している２名は、「申立人は、自分より後に入ってきた営業の人である。１年も勤務し

ていなかったと思う。」と述べている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23252 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年１月１日から15年10月１日まで 

    Ａ病院に勤務している期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、給

与の報酬額に見合う標準報酬月額と相違している。当時の家計簿、給与振込の記載が

ある預金通帳及び市民税・県民税（普通徴収）納税通知書を提出するので、正しい記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ病院に勤務している期間のうち、申立期間に係る標準報酬月額が、同病

院から受け取った給与額に見合う標準報酬月額と比べて低額であると申し立てている。 

しかし、Ａ病院は、申立期間当時の申立人に関する資料を保有していないことから、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料等について、確認することができないとしてい

る。 

また、申立人から提出のあった家計簿及び預金通帳の写しからは、申立人が申立期間

に事業主から受け取った給与の手取額を確認することができるものの、申立期間の厚生

年金保険料控除額は確認することができない。 

さらに、申立期間のうち、平成 10年12月から14年11月までの期間については、申

立人から提出のあった 12年度から 15年度までの市民税・県民税（普通徴収）納税通知

書により、当該期間の社会保険料控除額は確認できるものの、当該社会保険料控除額及

び給与支給額から各月の厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額を算出すると、い

ずれもオンライン記録の標準報酬月額に比べて低額であることが確認できる。 

加えて、上記家計簿のうち、申立人が厚生年金保険被保険者資格を取得した平成６年

１月の給与額欄には「437,000 円」と記載されているところ、雇用保険の記録において

は、申立人の同病院における雇用保険被保険者資格取得時の賃金額は 32 万 4,000 円と

届出されており、当該金額は、申立人の厚生年金保険の資格取得時の標準報酬月額 32



  

万円の報酬月額範囲内にあること、また、同病院が加入していたＢ健康保険組合におけ

る申立人の申立期間に係る健康保険の標準報酬月額の記録は、オンライン記録と一致し

ていることを踏まえると、事業主は、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について、

本来届け出るべき報酬月額より低い報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ていた

ものと考えられる。 

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申立

期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

東京厚生年金 事案23256 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏名     ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年５月17日から平成元年２月16日まで 

Ａ社（昭和 63 年８月、Ｂ社に社名変更）に営業職として勤務していた期間のうち、

申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。勤務期間の途中に社名の変更はあったが、

継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間にＡ社で勤務していた複数の従業員の供述から、申立人が申立期間において、

同社に在籍していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社は既に適用事業所ではなくなっており、当時の事業主からは回答

を得られず、複数の従業員が申立人の上司であったとする者は既に死亡しており、社会

保険事務の責任者であったとされる経理部長は、直接、社会保険業務には関わっていな

いとしていることから、これらの者から申立人に係る厚生年金保険の取扱いについて確

認することができない。 

また、オンライン記録から、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった日（昭和 63

年５月１日）から申立人がＢ社において再度厚生年金保険に加入した日（平成元年２月

16 日）までに資格取得した、申立人を除く 36 人のうち連絡先が判明した 26 人に照会

したところ、このうち、二人の従業員は、申立期間に在籍し、かつ、申立人を記憶して

いると回答しているものの、いずれも申立期間の申立人に係る厚生年金保険の取扱いに

ついては分からない旨回答している。 

さらに、申立人の標準報酬月額については、一度資格を喪失した昭和 63 年５月は 47

万円（健康保険は、71 万円）であったものが、再取得時の平成元年２月は 30 万円と記

録され、わずか８か月で大幅に減額されていることが確認できることから、申立人の雇

用形態に変化があったことがうかがわれ、申立人と同じ営業職であった複数の従業員は、



  

Ａ社に在籍していたとする期間の一部しか被保険者期間が無いことから、同社では、何

らかの事情により厚生年金保険に加入させていなかったものと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年６月から同年７月１日まで 

             ② 昭和 50年７月１日から54年１月１日まで 

Ａ社Ｂ支店Ｃ部（現在は、Ａ社）に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保

険の加入記録が無い。同社には、直前まで勤めていた会社を退職した月に準社員とし

て入社したはずなので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

また、Ａ社Ｂ支店Ｃ部での報酬月額は、入社時に約10万円、退職時に約20万円と

記憶している。給与明細書等は無いが申立期間②の標準報酬月額の記録は低すぎるの

で、調査して正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ａ社Ｂ支店Ｃ部における雇用保険の資格取得日は、昭和 50

年６月 30 日と記録されているところ、Ａ社から提出された申立人に係る厚生年金保

険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書（以下「決定通知書」という。）

の資格取得年月日及びＤ国民健康保険組合第一種組合員加入届（以下「加入届」とい

う。）の雇用年月日は、同年７月１日と記載されており、申立人の同社Ｂ支店Ｃ部に

おける入社日が相違している。 

    一方、Ａ社の人事担当者は、現場雇用の者であることから、雇用保険と厚生年金保

険の資格取得日が相違している理由は分からないが、同社が保管している決定通知書

及び加入届から、昭和 50 年７月１日に資格を取得させていることが確認でき、また、

厚生年金保険料の控除方法は当月控除であることから、同年７月に支給する給与から

７月分保険料として控除を開始していると思われる旨供述している上、同社から提出

された決定通知書に記載されている資格取得日は、申立人のオンライン記録と一致し



  

ている。 

    また、Ａ社Ｂ支店Ｃ部において、申立人は上司及び同僚一人の姓のみを挙げている

ところ、上司であった者は、自身が社会保険事務担当者であったとし、「申立人が現

場採用の社員であったことは記憶しているが、入社時期までは分からない。」と供述

しており、同僚にも照会したが回答を得ることができず、当該期間における申立人の

勤務状況等について確認することができない。 

    このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

  ２ 申立期間②について、オンライン記録によると、申立人の当該期間に係る標準報酬

月額は、資格取得月である昭和 50 年７月に８万円、随時改定及び定時決定により 51

年８月に９万 8,000円、52年 10月に10万4,000円、53年９月に12万6,000円と記

録されている。 

    また、Ａ社から提出された申立人に係る決定通知書、当該期間に係る厚生年金保険

被保険者標準報酬改定通知書及び厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書により、

昭和 50 年７月の資格取得時の報酬見込額は７万 9,000 円（標準報酬月額８万円に相

当）、51 年８月の随時改定の対象月となる同年５月から同年７月までの３か月間の

平均報酬月額は９万 6,100円（標準報酬月額９万 8,000円に相当）、52年 10月の定

時決定の対象月となる同年５月から同年７月までの３か月間の平均報酬月額は 10 万

6,292 円（標準報酬月額 10 万 4,000 円に相当）、53 年９月の随時改定の対象月とな

る同年６月から同年８月までの３か月平均報酬月額は 12 万 2,052 円（標準報酬月額

12万6,000円に相当）であることが確認できる。 

    さらに、申立人は、退職時（昭和 53 年 12 月）の報酬月額は約 20 万円であったと

し、上記上司及び同僚について、「私の入社よりも前から勤務していたことから、私

よりも高額な報酬月額だったはずだ。」と供述しているところ、上司である社会保険

事務担当者は、自身の保有する昭和 54年12月分の給与明細書に記載されている手取

額は約 14 万円だったと回答し、「現場採用の社員が正社員よりも給与が高いことは

あり得ない。」と供述している上、オンライン記録から、同人の同年同月の標準報酬

月額は17万円であることが確認できる。 

    加えて、Ａ社Ｂ支店Ｃ部に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人と同じ昭和

50 年代に厚生年金保険の被保険者資格を取得した女性従業員 14 人（申立人を含

む。）の資格取得時の標準報酬月額は６万円から８万6,000円と記録され、申立人の

資格喪失月である昭和 53年12月の標準報酬月額は10万4,000円から12万6,000円

と記録されている。 

    その上、上記被保険者名簿では、遡って標準報酬月額の訂正が行われる等の不自然

な処理は見当たらない。 



  

    このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主による

給与からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55年頃から56年６月１日まで 

           ② 昭和57年３月１日から62年頃まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

昭和 55 年頃に入社し、厚生年金保険に加入したと記憶しており、同社が事業を廃止

する際には、従業員の中で最後まで残って勤務し、給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたと記憶しているので、申立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと主

張している。 

しかし、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿では、Ａ社が厚生年金保険の適用事

業所となったのは、昭和 56 年６月１日であり、申立期間①は適用事業所でないこと

が確認できる。 

また、Ａ社は既に解散しており、事業主の連絡先が不明であることから、申立人の

申立期間①における勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて照会することができ

ない。 

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者原票において被保険者となっている従業

員のうち、連絡先の判明した４人に照会したところ、３人から回答を得られたが、申

立人の勤務実態や厚生年金保険料の控除に関する資料を得ることはできなかった。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間①のうち昭和 55 年１月か

ら56年３月までの期間、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ａ社に勤務し、給与から厚生年金保険料が控除さ

れていたと主張しているところ、申立人の同社における雇用保険の加入記録は、昭和



  

56 年７月１日から平成３年３月 31 日までと記録されており、申立人が申立期間②に

おいて同社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿では、Ａ社は昭和 57 年３月１日に

厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間②は適用事業所でないことが

確認できる。 

また、Ａ社は既に解散しており、事業主の連絡先が不明であることから、申立人の

申立期間②の厚生年金保険の取扱いについて照会することができない。 

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者原票において被保険者となっている従業

員のうち、連絡先の判明した４人に照会したところ、３人から回答を得られたが、厚

生年金保険料の控除に関する資料を得ることはできなかった。 

加えて、オンライン記録によると、申立期間②のうち昭和 60年 10月から 62年 12

月までの期間の国民年金保険料を 63 年１月から同年８月にかけて、遡って納付して

いることが確認できる上、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日である 57

年３月１日に国民健康保険に加入していることが確認できることから、申立人は厚生

年金保険に未加入であることを認識していたことがうかがえる。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


